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藤田忍 ・住田昌二

A Historical Study on Professionalization in City Construction and Housing 

一一-ProfessionalizationProcess of Planners一一一

SH制OBUFUJITA and SHOn SUMITA 

序

近年，生活宅問jのiI!設はフロー対策而でもストック対

策商でも行き詰まりがみられる。

無秩序な大都市聞の形成11:よって，過密で劣懇な問題

地域も手がつけられずに筏っている。そうした状況を打

関するためκ，織々な計部想論や事業手法が多く の識.(j

から提案され，実際lとそのうちのいくつかは，iI!設プロ

ジェクト ，地減対策として具体的にすすめられている。

その際，常に大きな問題として銭されるのは，企画，計

画，事業の推進調整にあたる専門的技術者のf1と侃であ

る。 技術のt郎、予を思いきって強化する乙とが，現在の
街づくりのカギをにさっているといっても過汚ではない。

孜カ潤の建設に関連する専門的な技術者のうち，とり

わけその続念か不明確なのは.乙うした生活空間の合同，

J画のレベノレの'Jl.門的峨能，すなわち，いわゆる郷市計

|珂プランナーであろう。

欧米においては，アーキテク トと並んで職能を確立し

ている都市計凶プランナーが我が国では，なぜ，不明篠

なのか。 都市illd交， 住宅住設を職能史という側面から再

検討する乙とは、きわめて盈要な課題と考えられる。

研 究 の目的

上のような視点で，本研究の目的を慾.fl_jJすると次の2

点となる。

①鶴市計両フランナーか，我が国の郡市ill投，住宅住

設の歴史上でとのようにして形成されつつあるのか。

その概念をつかむために，具体的には，どのような

背景のもとIL，どのようなサププロファッションと

して構成されてきたのかを検討する。

②都市計画プランナーを宅な対象と して， iJ1，没分野全

般に通じる普起的な専門職能形成のプロセスをさぐ

る。社会的な要請，技術の発展，験成の形成，職能

団体の速動等の要因が.専門職能の形成，社会的定

符についていかなる役割を裂すかを検討する。

研究の対象

(都市計画プラ ンナーの定義)

本研究の対象は以下の2種の技術者である。

①都市計商プランナー;r地域生活空間の現況を但短
し，将来像を悩き，その同銀達成のための空間建設，制

御の伎~iをもち ， 企画，計画 lζ職業として傍わる専門的

技係諸」とする。 ζζでいう「企画」は，政策の立案，

事業等の推進調整などを含む広い続念である。

G潮市計画の周辺分野の技術お;七木， ill築，造園な

ど，郎市u十tiI司と隣接する分野の技術者についても，プラ

ンナーと区}jIJが不可能なほど也、協合は，適宜考察の対

象とする。とくに，既存専門職能から郎市計l割プランナー

という新しし、傾域へ離脱する地点に符Ilする必要がある

と与える。

考察の視点

①都$1間十函フランナ -IL関して以下 7 点1L~"i 13する。

各々の婆肉が職能形成11:いかなる影轡を与えたのか。又，

その相π関連はどうであったかという点を見る。 (i)社
会的 ・経済的要請，(ii)主なテー<，プロジェク 卜，課

題，法制度， (iii)技術.手法，JIMu命， (iv)戦成，(v) 

職制11体， (vim絡市腔， (vii)専門教育。

制蹄専門鵬砂らL、つ，どのような契機によって都

市汁l可プランナーの領域へ足を踏み入れたか。社会的に

はどのように必知8れたか。

儲E性したf，s市計画プランナーは，どのように発展し

てきたか。又，今後とのような方向へ発展してし、くのか。

以上， 3つの視点から考察を進める。

)
 
-(
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時 代区分

使王Lt.4つの時代IL分けて，時代ζとの特徴を烏撤
した上で，特に注目すべき現象を数件あげ考察をする。

q瀬古Ij・戦中期昭年20年以前(-1945) 

@戦災復興期 昭和21年~昭和35年(1946-1 960) 

③「た政経済成長j期略国昨-f昭和総年(1961-1973)

④「低成長J期昭和49年以降(1974-) 

J .戦前・戦中期 昭和20年以前 (~1945) 

1 .概略

明治元年から昭和20年にわたる約80年聞は，明治維新

lζ始まり，富国強兵，殖産興業のかけ声の下IL，絶対主

義的天皇制下における資本主義の形成期であった。特iζ

昭和に入り軍国主義体制を強化するのと併行して，戦争

遂行のための函家総動員体制がつくられる。 ζのような

社会的経済的な動きは当然都市計画及びそれに関わる技

術者の動きに大きく反映する。

乙の時期の主なテーマ，プロジェクト ，法制度をみて

みる。 銀座レンガ衝，官庁集中計耐といった外人建築家

による欧米u1紛入型の鶴市設計を経て.東京市区改正11::

代表される土木系の実務家を中心とした行政都市計画の

源流を見い出す乙とができる。 1919年市街地建築物法と

同時に公布された都市計画法は.技術及び職域をオーソ

ライズするという点、で画期的で・あったが，その実態は街

路，公園，地域地区を土木，造園，ill築各々の出身者に

分t.!!dせ，唯一事業手段として区商整理を持つにすぎな

かった。そして.その中心は，区画整理によって生み山

す街路である。

~ぶ芦をあげたばかりの郎市計画法を最初に訪れたの

は.関東大震災後の帝都復興事業である。灰燈11:帰した

広大な焼野原は，それまで郊外地に宅地と道路を生み出

すにすぎなかった区画整理手法に対して，既成市術地iζ

応用するという経験を与えた。 ζ乙で集中的に蓄積され

た技術は，その後，名古屋等の他都市や中国大陸，台湾

などの占領地郡市へ伝わり，さらに，昭和20年の敗戦に

歪り，戦災復興を進める原動力となる。都市計画の!底流

には伎術の継承.発展があり，時として，それが，郡市

計画全体の方向づけに決定的な影響を及ぼす。

技術を継怒し，普及する担い手は，なんといっても技

u渚であり，校体I者集団としての組織であろう。上述し
た技術の展開11:却して，技術者及びその属する組織=職

域の流れをみてみる。各々のテーマ，プロジェク卜11:対

居

( 2 ) 

必4担L、

応して，行政内部に部局が設置されているが，と くに，

都市計画法公布11:際しては，内務者11:都市計画課(後lζ

一時局)が，そして各地方には都市計画地方委員会がお

かれる。内務省から出向した都市計画技術者は地方委員

会技師というrmきとなる。内務省がその後一貫して都
市計画技術者を育て搬出していく乙とになるが，都市計

画課以外でも，地方局による田園都市構:f!!，社会局(加

えて厚生省衛生局)による住宅政策等の展開をみるのと

併行して，技稀渚の多くが帝都復興院に総動員8れる。

帝都復興院は，次ISでのべる敗戦直後の戦災復興院とと

も11:，技術の集中的蓄積を技祢渚の緊急的な総動員によっ

て実現した単一目的後術総合型の組織である。 ζの特徴

は国家政策上明白な懲一目的にむりて，種々の妓術を短

時日のうちに総助員し事業を完遂するというもので.そ

の校術突破，校術の総合化の経験は，多くの人材をlt:み

出し育て，そして，多織なる分野に輩出してゆく。校術

の集中と拡散のプロセスがっくりだされる。

ζうした.妓術及び人材の層の厚さが，昭和10年代の

占領地郎市計画や国内Kおける国土計画，地方計画といっ

た都市計画技術の開花をもたらすが，戦争末期にいたっ

て，軍事上の婆清から1m市計商界はやがて防空一色に塗

りつぶされていくのであった。次節で，乙の時期の特徴

についてみてみたい。

さらにもう l点おさえておきたいのは職能団体の動き

である。都市問題，1is市計画IL関する団体としては，都

市研究会 (1917-)や，名古屋におけるE宮市創作会

(1926-)があったが，建築と都市計画の境界領戚の行

政iζ携わる筏術者たちの団体としてill築行政協会の活動

がある。乙れについても次々節でとりあげてみたい。

資格制度の動きは，他分野と同機めだった動きはみら

れない。専門教育も帝国大学における土木， ~主築，造国

の中のー科目としてあったにすぎない。鶴市計画の講座

としては大正11年京都帝大土木学科に鶴市計画講座.戦

時中IL東京帝大第2工学部に防空，鶴市計画講座が開催

されたのみである。実務レベルで、都市計画の専門家が，

ょうやく生まれ出た頃，学問，教育のレベノレでは未だ独

自の体系とは，なっていなかった乙とがわかる。技術の

発生，職能の社会的定着・11:対して教育の墜備は若干のタ

イムラグがあったのである。

2. 占領地都市計画及び防空国土計画，地方計画と内

務官僚プランナー

我が国の都市計画職能史の上で，都市計l窃プランナー

という専門職能が一体何時あらわれたのかというのは，

かなり難しい問題である。一個人の山現というレベルで
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はなく ，社会的な技術者集団として登湯したという点で

いえば.I1iI和戦前期，当時の占領地であったi酬，中国，

合的，朝鮮において都市十回Cl終わり，同時に圏内では，
防~計画を紬とした国土計画，地方;十両の政策立案を行

なった内務省の官僚都市日十画プランナーたちをあげる乙

とが妥当であろう。

D(fかlζ，明治包l年の東京市l5Z改正条例から始まり，大正

8年の旧都市u十商法公布を経て，関東大震災後の震災復興

上地区画整f1Jl'lr業IC"Eる過粍の中で，都市計画に関わる技

術者たちかいるにはいた。行政の組織でいえば，市区改正

のための委員会や笥克坊主房涼はもとより大阪でもつくられ，

X.都市計画法公布にともなって内務省には都市計画課
(局)が向かれ，さらに郎市計岡地方委口会には各々技

師が配属された。しかしながら，昭和初期に至るまでの，

徳市計画技綜諸たちは，その出身学科によって，土木は

街路.造闘は公開.~主築は地域地区という具合いに，技

術対象を分担し，又，唯一郎市施設の樫備事業手法とし

て緋地整用法をすか周した上地医両整理1jij起を持っている

にすぎなかった。 3つの母体となる専門職能lζ深く依拠

したままのスベシャリス トたちであった。上木施設やill

築m体の投，;t.dt画技術のtl1なる廷長ではなく，郎市'1!
r.n.地威空間の将来像を節き，建設プロセスの制御]を行
なうという/jsdj汁両独自の技係J傾戚がm¥diJI骨iプランナー

にはあってしかるべきであろう。

そういった点からみて，附利10年代には，郎市計画フ

ランナーのtll.m.といって注しっかえないほとの技術桜聞

がなされている。

当時実際IL現地で都lliutll時にかかわったお山英司警は，

以下のように述べている。 r内地では法律その他，非常-
iζむずかしい(jilj約がありまして，思い切った乙とが出来

なかった人たちが，積民地で新しい法111たとか郎市。tl判

の手法を実験する立湯という形で参画された方が非'mtζ

多いJ')io:i勝手のill築物法J2)r関東州計l刈J3)i満州l司 郎

凶け画法J4)などを作成した。 i特に土木，緑地の必先

制i71制{国』ζ行きま して，新京の都市ritl珂初め上海.北

京あるいは広点という形で行きました。私も内田先/仰と

.i!llれられて大|白jの郎市計画というととろに行勺て，当時

の新しい手法を現地に適用するというような機会かあり

ました。 J5)

乙乙でふれられている「緑地の諸先蹴」というのは折

下占延をはじめとする造園系のプランナーのζとである。

「、当時の都市01尚のスタッフには土木系ばかりでなく造

凶系の人が多く ，乙れは折下汽延が復興同時代の部下を

呼び寄せたためである。 J í満州の侃rlí，;十 l~ijは乙のよう

に信・割腹輿・n.:tで指導的役:P，IJを果たした人々の指導の下

( 3 ) 

で内務省から出向した若い伎術者が立案したのである。 16)

乙のように，それ以前の園内の大都市では及びもつか

ない稼々な都市計阿の実験が口J能だったのは.震災復興

's:f!を契機IL絡われた都市計南関連の技術者集団のパワー

と，なによりも強大な軍隊IC支えられた公権力の存在が

あったからに他ならなb、。震災復興を舞台lζ生み出され

たのは.主としてそれまで経験のなかった既成市街地へ

の区画整理技術の適用であった。しかし，画期的な技術

指新，技術力を総結集する組織のあると乙ろでは残す成

果は 'J~業のみではない，むしろ，人材を育て，次にやっ

てくるさらなる技術革新，時Ul~の土台をつくる ζ とか大

きい。昭和10年代IL国外て'.fEfJ都、た都市計阿技術の底流

には，震災復興以来の連綿たる技術者集団の人脈があっ

たのである。

ζ 活況を呈したのは外地ばかりではない，むしろ同内4に

おける若

尚の活発な議u命命が'新天地における可能性を求めて国外

へ広まったという見方もできる。

地Ji，日|画，同上計画はどうであったか。政府は附年15

.qo8月l日にM，j，:同策要綱を発表したが，その中に「同

上開発u十画をいかに定むべきかICついて企画院が中心と

なって研究を者ねた結果，川年9月24口国 1".計画設定要

綱が閣議決定された。乙れが日本における同土計画の必

初である。 11)そして，乙の時JtlIと相前後して武居高四郎.

石川栄耀らの地方n十両論か刊行され，内務省ILよる「大

ロンドン地方針ゆ'iJ írtJ部ドイツ地方~I・画J 等の訳も ð

れている。 ζうした地方計商，国土計画は防空計阿と結

ひっく ζとによってそのリアリティを高めた。かくて.

テー7で=いえば防ぜ宅鶴市計Ilbjが，組織でいえば防空局，

後の防空総本部IC動員されたプラ ンナーたちの手によ っ

て進められる乙となる。

3.建築訴す政と都市計画行政の接点，建築行政協会

ある時代の専門的な妓体J;/Iの像をつかもうとする場合

の一つの方法として，彼らが所属する職台間体』ζ若臼し，

その動きを追跡するというやり方がある。本節では戦前

期，主としてill築行政と/jsr!i計画行政の後点、に組織され

たill築行政協会ILmJ点、をあててみたb、。時は昭和の10年

代。市街地位築物法と旧都市，itfl商法という取の両輪とい

われる2つの法flt体系のもとに，各々の行政Ic傍わる技

1irr市か全国的』ζ結広している。綴関誌「悠築行政jを用

問見るζとによって，当時の建築及び都市計画lζおける

の門職能の分化と総合の状況をつかむととがoJ能かもし

れない。

rn築行政協会は，昭和11年10Jl9日内務省において閲
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催された全国建築主任官会議終了後，内務省都市計画課

技師菱田l享介より提案があって結成された鐙築及び都市

計画の行政マンの全国組織である。機関誌鐙築行政第l

絹第1放は昭和12年2月に発行されている。その巻頭を

かさっている設立趣怠舎によれば「建築行政関係者勉二

先輩方ヲ網羅シテJr事務の研究連絡と会員の教委親睦
トヲ企図」したのがその目的となっている。

次IL，掲げられた会員IJを見てL、く。 r第4条本会事務
所ハ内務省鶴市計画課第2技術室二置クJとなっており，

当時連築行政を担当していた第2技術室が中心になって

いる。第9条Ie:は「顧問トシテ内務省都市計画課長ノ職

ニ在ル者ヲ推獄ス」とある。又，備考欄の会員資格の項

には正員として r1 .市街地建築物法関係職員 (事務及
技術職員)2.都市計画委員会駿員ニシテ特ニ建築ニ関

係アパ者」という規定がされている。賛助員についても

「都市計画関係職員Jr市街地建築物法関係以外ノ建築
行政ニ関係アル峨員J等であり，乙れらの規定はし、ずれ

も，乙の団体か市街地鐙築物法lζ基く建築行政を中心に

都市計商行政にまたがった領域における専門家の団体で

ある乙とを意味している。

会員数をみてみよう。発足当初の昭和12年 l月で正良

が632名，賛助員が86名，合計718名となっている。建

築規制行政?ンとill築系lftI市計画行政マンを合わせて，

当時の我が国IC段低六百数十名いたこ とになる。正員数

の多いl仰と所属機関をならべてみると東京193，大阪10

7，愛知57，兵庫51，神奈川42，京都30，内務省25，福

臨 3，北極華道20となり ，正員ゼロが台湾，朝鮮，満州な

どを含めた山県，1ないし2が19県となっている。著し

く大都市に偏在していたととがわかる。市街地建築物法

が施行されて16年経過し，適用都市数も150を越えてい

たが， ー剖均大都市をのぞき，ほんのわずかの人員で事

務を担当していたのである。 2年後の昭和14年3月の会

員数でも基本的な傾向はさほど変わらない。正員が719

名と全国て'90名程地加している他，賛助員が86名から15

8名と倍iとなっている。乙の賛助員の内訳は東京が8名

から30名になり台湾，朝鮮，関東州といった占領地で，

4名から61名と急地しており正員が依然としてO名であ

るζとを考えると，乙れらの外地での当時の都市計画行

政の活発さをうかがb、知る乙とができる。

次lζ構成員の戦能別の内訳を若干詳しくみてみる。会

員名簿に当る資料が不明であるので，機関誌の記事，論

文執筆者の紹介欄によって推察する。創刊 l号の執筆者

は総勢20名。内務省郎市計画課所属の内務技師が3名，

警視庁建築課，霊安視庁技師4名，都市計画東京地方委員

会技師l名，その他は地方の建築焔の技師や技手であり ，

居

( 4 ) 

'‘， 干

大阪府鐙築諜が3名，神奈川県建築工場監督課2名が目

だつ。

秋田県.石川県，三重県，和歌山県，山梨県では，い

ずれも保安諜となっており ，建築警察の技師，技手が中

心メンバーとなっている。 ζれに対して2年後の執ゴ医者

側をみれば，防空関係者が入り ，わずかの期間に悠築行

政IL対する戦時下の要請が強くなっている ζとの反映で

ある。

かくして， ill築系行政マンの職能団体とでもいえる組

織が成立したのであるが，乙れは，専門職能の確立とい

う文脈からいえばどのような意義を持っているのであろ

うか。

4門職能の社会的定着の度合を損IJるひとつの指標とし
て戦繊の形成がど乙まで進んだかという点がある。駿域

の形成はさらに仕事に対する需要と，それκ応えるため

の職湯とポストの設置という 2要素K分けて考える乙と

ができる。仕岐に対する需要とは，特定の専門領域』ζ閲

する要請が，持続的になおかつ一定量発生するという乙

とであり，職場・ ポストの存在は，職業としての成立条

件である。前者'の「内容」から生まれる「形式Jといえ

る。

今，市街地ill築物法胞行後16年を経過したill築行政関

係者の職能を見ているわけである。法IL~基づく害主将行政

という業務の発生と，地方庁の建築警察部局笹察技師と

いう職場，ポストのIii保が，建築行政7 ンの職威を形成

している。

それでは，それに加えて建築行政協会の発足は何を怠

味するのか。

それは第1IL，技術の水準を高める必要性が大きくなっ

た乙と.そしてそのためには，第21ζ，行政組織の枠を

超え，実質上， ill築行政と都市計画行政の総合化をはか

る事が不可欠であった乙と，第31<:::，それは，都市計画

分野におけるill築系出身者の要求とも合致していたとと

の3点があげられる。

つまりとの時点では，ill築，都市計画という行政組織

の論理は，ill築関連規制行政IL関わる技術者群という点

門級官告の論.fllll<:::，いともたやすく乗り越えられていると

見る乙とができる8)。逆iζ，都市計画分野に進出したill

築系出身者が，主流をなす土木系出身者と対抗するため

には，母体の専門職能である建築1<:::強く依存する必要が

あったという解釈もなりたつであろう 9)。

ll. 戦災復興期昭和21年~昭和35年 (1例6~1960)

1 .侵略

周破れて銭されたのは山河のみではない。一面焼け野
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原となった戦災郎市が残り，その復興が当時の沼市計画

上の第lの課題として銭されたのは誕の自にも明らかで

あった。加えて，進駐ilIの交通網整備というお要によっ

て，時ならぬ封Eブームがまきお乙る。文，戦時中の経

端な宿IH争部門{I，JiJiの公共役資は，治山治水をはじめとし

た国土の終備に数十年のプランクをっくり出し，その矛

盾は，乙の時期水害として集中的IL顕在化する。道路整

備，治山治水を中心とした土木系の事業か，乙の時期の

第2のぷ題となった。さらに，食糧地廷のための基地づ

くりとして農業上木，エネルギー開発としての水力発電

月1のダム悠設が儀んになるその一方で，鉄道，港湾のf準

備も進められ，道路も本絡的』ζ建設され始める。ひと言

Fいえば，戦災復興と， 1960年代の工業化の椴備をする

生産基盤務備がなされた時期であった。

乙ういった諸.;lIl題をこなしてゆくためには，人材l飼も

強化されねばならなL、。前節の震災復興す玉業をうけつぎ，

戦災復興院を設問し，今回は全国的縦模で計悶，事業が

進められる。急激に階大するJこ木工事鼠は，技術者の職

域』ζ変化をもたらす。敗戦l息後の損IJfil系の事務所の増大，

道路，港湾，鉄道なとを契機とした上木系総合コンサノレ

タン卜'JJ務所の発生をみる。

内務省の解体，建設省の設i内といった中央宵庁の大変

動にひき続き，地方自治体における鶴市計画部局の終備

公開，公社等の公的デベロッバーも設立されてし、く。

験域だけでなく，学協会といった戦能同体，業者団体;

員削間体も数多く発足し，建築上や倒IJlil:士など基本的な

資格街1VJ!.:も併行して6'(j;立される。専門教育も制度改市iζ

よる新制l大学の務備という形で進められる。""だ，土木，

，ij諜，造鴎といった既存専門職能に深く依存しつつも，

m市計酬の独臼傾戚を徐々にではあるが築きつつあった
と，乙の時期をみる乙とができる。

2.戦災復興院の戦災復興事業

新しい専門機能が形成される時，微々な婆i刈が促進委

肉として機能するが，そのうちで段も'1!要なものは，何

といってもプロジェクトの発生と職域の形成である。そ

ういった点から，戦前 ・戦中のプランナーの萌芽期と戦

後の凶刻期の橋渡しをしたプロジェク トと職能，すなわ

ち，戦災復興事業と戦災復興院をとりあげてみたい。

まず，戦災復興計画及び事業はし、かなる特徴をもって

いるか。 一言でいえば，計画策定のスピードであり ，か

っそれと対照的な事業の遅延，縮少である。

戦災復興院の}j針は「一刻も早く土i也利用計画をたて，

それにもとづいて街路計画を決め，区画整l'~実施の1m，妻舎

をとれJIQ)という ζとであり， fl15の戦災郎市はその}j

( 5 ) 

針をうけて， 1946年1I月にははやくもその88%の郷市が

街路計画の.その93~彰か区蘭整理の郎市決定を行なった。

…・ζ のスピードぶりは，あの戦後の混乱を考えると突

に鰐くべきζとである。 11)

ζの驚くべき平わさをuJ能jCした背景としてIX:画整PJ!

を中心とする妓術の苔般と，校術を担う伎術者集団の存

在を無視する乙とができなb、。すなわち，大正12年以降

の震災復興医画整時事業K始まる我が国の区画務用技術

は附和8年の内務次官通i主「土地区画盤開設計綴準JIζ 

至って一応の体系が整う。乙れが1昭和21年6月の「戦災

自~r前十回の計画標準J にも鉱充され，同年9月iζ 「復興

国土計画Jか発表されている。乙の線鉾をなす1'11論につ

いては円以寺中の同上計画を主導した石川栄総のf理論に

よると乙ろが大きい 12)とされているが.ζれを全国津々

浦々まで短時日のうちに徹底させるKは，集団としての

技係諸群，組織としてのu噛体制jか整っていなければな

らない。戦災復興事業を推進するためにとのように人材

が動員されたのであろうか。

附平田cy，f!l月511f各省IC分散していた戦災地の都f行

計l由ij，住宅および育庁営絡を一指して所管するJ13)戦災

復興院が発足した。中央においても地方においても当時

のiIl設関係の技術おを総動員している。例えば， 内務省

都市計画e以外に当時住宅政策を悶当していたj事L主省社会

同住宅諜.官庁営勝~m"jしていた大蔵省管財Inîなども

組み込んでいる。 X，地方においても，人材健保のため
に思いきった乙とをやっている。 tl1lc戦災復興事業その

ものだけでなく込唆統制の末端事務もやらねばならない。

ζのためにだけでも f2，000人の込'築監視官なとの物員 114)

が必要であった。当時の郎道府県の悠築行政，ms市計l尚
行政の機~，'tJ'ま極めて「貧弱で ， 独 、Z した建築諜があるの

は，少数の比較的大きな府以のみであった。そ乙で，乙

れらの府県ーでは，ru築課長以下の主tJ職L1をすべて…・・・
戦災復興院ill築出依所の聡日にあてるが，同時に府県史

民併在として，もとどおりの建築課勤務とするJ15)体制

がとられた。すなわち，既存の行政組織を「丸がかえ」

する乙とによって，人材を6在保したのである。

乙のように戦災復興院は計画策定と事業体制づくりを

進める一万で，外部の専門家を活用し都市の基本計画を

策定する新しい試みも行なっている。戦災復興院嘱託伽l

E主である。

「戦災復興院は，全国の戦災都市から当時典明的であ

ると々えられた青森.前橋などをはじめ12161の都市をえら
び，復興u十両立案のための族礎.;wj空をill築家 ・鶴市計画

家lζ委嘱した J17)しかしながら，実際の復興計画放び呪

業は，乙れとはほとんど無関係に進み，せっかくの調作
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計画も「→づ?な成果を挙げるととができなかったJ18)と

されている。 r派遣期聞が僅かに20日間であり，終戦直
後のとととて各市共，ほとんど基礎資料を欠いてJ19) ~ 、

た乙ともあるが.なによりも，乙乙では建築系の都市計

画専門家が実際の官庁系都市計画の厚い墜の前に立ちう

ちできなかった点11:注目する必要がある。

当時復興計画K携わっていた技術者が匿名の座談会で

f今度の復興事業は各県共に，土木部長の所管であるし，

各市にも局とか部とかが設置されて居るが，幹部は大概

土木伎符渚で占めて居る。それに以下関係の技術者も殆

んど土木出身者である J20)とのべているように.戦前戦

中を通じて築きあげてきた確固とした土木系の官庁都市

計画の技術体系と技術者集団が存在していた。したがっ

て，嘱託となった建築系鶴市計画家にまかされたのは，

f戦災復興計画の主要な内容である街路計画，公箇緑地

計画そのものではなく，土地区画整班!(設計)でもなく ，

あくまで土地利用計画であった J21)地域地区を中心とし

た土地利用Ui@だけを他の計画から切り離して独立K論

ずると乙ろに無理がある。高山英主主，丹下健三，武J幸雄

らの大学研究室の建築家，都市計画家，宇田重雄，伊藤

重雄らの貯司建築家， 11ωF幸次郎らの住宅営団側市といっ

た鐙築学からの官庁都市計画への参入は，かくして行く

手をさえぎられてしま った。

現時点からふり返ってみれば，あたかも民間コンサル

タントの先駆ともいえる乙の試みは，早すぎたまま場のせ

し、か形になる成果を残さぬまま都市計画史の片隅11:埋も

れてしまっているので‘ある。

計画策定をめぐるとのような動きとはうらはらに，事

業そのものは，遅々として進まない。とりわけ，地方都

市においては「財政基般の弱さからくる計画実施の遅延

と縮少.およびスタッフの不足からくる技術的欠陥J22) 

が問題として指摘されている。計画策定レベルでの技術

者がいくら6在保されでも，実施レベノレをmう技術者がい
なけれは現実は動かなb、。

r~十回の用論は一斉11:美しく花ひらいた」が「ζ の時

期がわが国における灼iかしい都市住設の一員となる ζと

を防げたもの」は「市民の都市計画を手中のものとしよ

うとする鶴市計画返還bがζの時期に欠けていたζとにあっ

たJ23)そして，職能史の立場からいえば，そうした都市

計画運動と連帯してゆく4門技術者のパワーが不足して

いたζとを意味しているといえる。膨大な量の戦災復興

事業，日本国中の都市総設という点では専門妓術者運動

の力ははるかに及iまず，又，欧米流のプロファッショナ

リズムにも向かいはしなかったが，高錫した土木技術者

等の運動はそれでも一つの方向，ある「成果Jはもたら

居
井主ゐ

てF-

した。銘設省の設置である。

「封建的なもの，lI!図的なものを一銅し，平和な民主

主義国家を建設する目的で約l万5，000名の土木技術者

か結集して1946年(昭和21年)12月7自に全日本建設技

術協会(委日長兼岩伝一)が発足した。 ζの協会が闘士

再鐙計聞の樹立，実施，上水妓術者の地位向上(法科系

官僚の優位打倒)をめざして総合建設省設立運動を展開

し，その結果として建設省が実現したJ24)とされている

が，それは， 又，当時数千人11:及ぶ内務省から全同の県

へ派遣していた技持活の受け皿を確保する乙とになった。

マンパワーの論理がまちづくりの論周を先導する例とい

える。

3.日本計画士会の夫折

敗戦前後は国全体が大きく変革をせまられた時期であ

り，それは郷市計画の分野においても例外ではなかった。

テーマでいえば，戦災復興が活発に行なわれた時期で

あり，戦域でいえば，戦災復興俣から内務省の解体を経

て建節制i設立される時期であった。と岡崎1ζ，郡市計

画プランナーの職能をめぐって 1つの試みがなされたも

のもとの時期の注目すべき動きである。それは→材肋'0

都市計画協会発行の雑誌新都市の昭和22年4月号 (第

l 巻4号)誌上K図 lのような函み記事が掲載された。

心
と
は
っ
て
計
愈
校
術
者
の
有
志
を
集

め
、
去
る
三
月
二
十
九
日
、
東
京
、
銀
座

の
交
淘
祉
で
、
日
本
計
盤
士
舎
の
溌
合
式

を
上
げ
た
が
地
方
計
査
及
都
市
計
策
技
術

者
の
全
面
的
参
加
を
望
ん
で
い
る
。

郷
市
計
査
の
民
主
化
や
、
計
鐙
技
術
者

の
技
備
や
丘
任
の
問
題
は
現
在
の
日
本
に

於
て
は
重
要
な
事
柄
で
あ
る
が
、
先
般
東

京
都
建
設
局
の
石
川
栄
雄
氏
東
大
の
岸
田

円
山
刀
氏
早
大
の
佐
藤
武
夫
氏
等
が
、
中

日
本
計
貨
士
企
画
の
箆
生

(注 本文中、石川祭雄となっているのは、石川祭耀の

誤植と恩われる)

図1 新都市 l巻4号(昭和22年)の阻み記事

文面を見れば明らかなように土木出身及び建築出身者

による郷市計画K関わる団体の結成を唱っている。 その

実態と件絡を明らかにするために新郷市誌上の記事をし

ばし追跡してみる必要があろう。

新都市の狩々月の第l巻6号託、上iζ関連する 2つの記

事が載っている。その lつは「都市計画の民主化一一P

AM座談会J というぷ.~録であり ， い ま l つはU本計画

( 6 ) 
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一般K職能団体の形成は，技術が体系化され，その職

以がぬ:定されるのとfJt-行して，業務の独占を闘り特権を

得るために団体を結成する乙とに始まる。したがって，

加入の際の技術水準の確保と ，それに述なる資格制度の

硲立をどうしても射樗κ入れさるを得ない。

第7条の加入者の資格について以下の規定がある。

1 . lis市山商技術の経舵五年以上で屯要な計画の主塁手

的位置に居たお。

2 • l!s市杓盛i技術の経股10年以上で計画の重要な妓術

を但当した者。

3. lis市計画に関する研究，m導をなし且つ計画の実
務に撲った乙とのある者。

乙の3点のいずれかに該当する者K対して用事会が審

行を行ない入会を認める。入会を認められた者は「計画

上 (Cityand Regional Planner)Jと称する(第8条)。

そして.会fII仰木l己にある「参考Jの綱iζ 「乙の会は

計画土の資格を法定のものとするよう努力する。Jとの

文が見られる。日本計画士会は，郎市ロ十函プランナーを

専門職能として社会的にa知させる，そういう意関を明
確に悩け'たいわゆる職能同体なのであった。

現時点で，1is市計画関.i1!団体の中K日本計画士会の名

はど乙を録しでも見つける乙とができなL、。乙の職能団

体がその後どのような道筋をたどっていず乙へ消え去っ

てしまったのか，解くべき謎は多い。

今しはらくし新都市誌上でその足跡をたどってみる。

2年ー後のi昭和24'年5月号iζ日本計画士会事務局長秀島

乾の著名で「新鶴市計画法のrr.法を念、けJと題する文が

侶載されている。文，同年12月号に都市計画研究連絡会

(事務局は建築研究所内.文j立は日笠尚)名で「郡市計

両研究品題日録についてJという記事があり ，その中K

日本計画士会秀島乾，木村三郎，木村英夫，五十嵐醇三

の名で都市。十菌研究の課題があけ'られている。計向上会

の場で都市計画研究が続けられている乙とがわかる。

さらに翌翌年昭和25年5月号IU!S恒弓夫の署名でj十両士

会の集まりが紹介されている。 fl!s市計画のベテランーー

とまでは言えないが，少くともflJ1J~1ζ於ては08級の間々

が数名集ってJf首郎悠投法案のζ と，広島，長崎の平

手日，文化郎市計画のこと凶上開発法案の乙とJ等'Kつい

て「歓談jしている。少くともこの時点までは，会とし

ての活動を続けている。

元東京都技師であり現.(Elisrli，lt画協会嘱託の前島版彦
Kよれば，秀I~乾は f22年自らJ画士会創設'Jï務局長と

して束手手商虚したけれども，乙れも物にならずじまいで

あった25うわけで「都市け同学会が創設された昭和26年

ごろにいつのまにかrrち消えになったおりというととで

藤田他;都市 ・住宅鐙設戦能史

上会の役員名薄及び日本計画士会会員IJで‘ある。

jjij省についてみてみよう。 P八Mとは郎市計画家懇話

会 (Planner's Afternoon Meeting)と称する有志

の組織であり，説明によれば戦災復興院の牧野，与川，

小宮の3技官が幹'JJとなり ，当時既lζ1年間IC渡り)11

回のペースで会合を持っている。その出席者の顔ぶれを

見ると，戦災復興院を巾心とした郎市計画行政の関係者

の!.I.!りである乙とがわかる。乙乙で注目されるのは，戦

災復興院内務省及び都市計画協会と必んで11本計画士会

秀島乾の名か見うけられるととである。日本J画士会は，

官庁プランナーの間で公巴認された団体の lつであった。

ひき続く誌面IcfIJ載されている計両士会の役員名薄と

会IIIJを検討する乙とによって，とのような団体なのか探っ

てみよう。
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新偲rli1 '径6号(1昭和22年 6J1J R) 

役員名薄(凶2)ICよれば，会長tζill築出身で当時都

市計l帽のWI入者の笠原敏虫15，pl1事長tζ 上木IIJ身の石川

栄鮒の名があがっている。さらに恩~および斡事Iζ 日を

転ずれば，出身分野では上木， fr築.造園から， xm主成
では戦災復興院等の官庁を中心IC，一部大学と住築設計

事務所の研究者.伎術者から偶成されている。 前述し

たPAMの釘志懇談会的な性絡とは若ド異なるいわば.

当時の都市け画界の第一人者を総動uした一大勢力の総
結集の感がある。

ではその日指す方向位うべき役割lは何であったか。会

則は6.4t33条傍成の体裁を整えており.日本計画士会

(Japanese lnstitute of Planners一一-J.1. P) 

会IliJと銘打つている。当時慨に存在した英国TPlを範

としているように見える。

第 Jl主総日IJで，日十l同校体Tの向上と技術の社会的氏任の

明!ii化という 2つのH的を掲けた後，そのU的をi主成す

るための事業として調査・研究活動の実施，実施機関と

しての研究所の設u'{，又研究会の閲俄などが示され，創

立当11寺の~~々ならぬ怠気込みが感じられる。

図2
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ある。 乙こで日本都市計画学会の昭和26年から47年ま

での即咋問について歴代の会長および副会長の氏名を

見ると延べ33名のうち20名の会長.副会長が前記の計画

士会役員によって占められている。いうならば.当時の

主カメンバーはその活動の場を計画士会から都市計画学

会に移したと考えてよい。計画士会は，名称乙そ都市計

画史の表舞台から消えたものの地下水脈のようにその生

命を保ち，やがて，都市，地方計画部門の技術士あるい

は建設コンサルタン 卜といった形態に姿を変えて現われ

てくる乙ととなる。しかし，プランナーという個人資格

及びプランナーのみで繕成される職能団体は未だあらわ

れていなし、。都市計画のフ.ランナーの職能史を検討する

上で乙の団体を評価し教訓陪引き出す事は今日に通じる

普遍的な意義を持っていると言える。すなわち，何故IC

日材樋社会は矢折せざるを系与なかったかとし、う点である。

かいつまんで結論を述べれば，当時「計画士JIC該当

する人材がいるにはいたが，それも少数であり ，戦成も

官庁がほとんどであって「計画士」という個人資格や

「計画士会」という職能団体を必要不可欠とする社会的

な動きになり得なかったという ζ.とである。

すなわち，前節で述べた戦時中の国土計画，地方計画

防空計画さらに占領地における様々な都市計画の実験を

経験した都市計画プランナーはその大部分が内務省系の

宮僚で，極くまれに大学の研究者が参加したにすぎない。

彼らは人数も数百名と微々たるものにすぎず.何より

も，官僚である乙とからその技術の最大の後楯は強大な

公権力であった。敗戦直後の戦災復興の時期でも事情は

基本的IC同じである。 r計画士」という資格を持つまで
もなく，彼らの多くは内務省の技師という公的で強力な

“資格"を持ち，いともたやすく業務の独占を実現して

いた。したがって，職能団体に結集し，職能確立の運動

を推進する必要はど乙にもなかった。彼らにとって重要

なのは技術の練磨や都市計画技術と郎市計画研究の相互

交流なのであって.それは都市計画協会や都市計画学会

で充分満たされる種類の要求である。後に民間の鐙設コ

ンサルタントが増大する中で資格制度が問題となり技術

士制肢が生まれた乙とや.隣後する札l築士の分野で資格

告l肢を生む直接の契機が「進駐軍関係工事との関係で.

あちらのアーキテク トのような資格制度を望む声が出て

きた乙とにみられるよう ，民間の技稀渚か多量に存在し，

その技術水準を篠保するには法定資格11::頼らざるを得な

い場面になって始めて資格制度が社会的なムーブメン ト

をひき起ζすのである。その;窓味で.民間都市計画プラ

ンナーがほとんど存在していなかった昭和20年前半では

プランナーの資格制度確立を臼指す職能団体は時期尚早

居 学

だったと言える。

以上の乙とを蛾能団体と教育制度の関連というやや異

なった角度から見てみよう。前述した会lllJIC再びもどっ

てみればひとつの事に気づ.く。それは入会資格に実務経

験はあげであるものの専門教育は問わない点である。周

知のように戦前戦中は都市計画専門教育はほとんど存在

してしなかった。都市計画を内容とする講座も唯一京大

土木工学第6講座のみで，したがって，職能団体が専門

教宵と強く結合しようと考えても不可能だったのである。

都市計画専門教育の拡充と資格制度の整備を進めなが

らその地歩を固めていった英国TPIと比較するとその

違いが歴然とする。しかしながら英国におけるプランナー

の験壕も，地方政府という官庁が圧倒的に多い。 ζの点

では設が国の昭平日20年代前半の事情と極めて似ている。

それなのκ，一方では個人の職能資格が確立され.他}j

では必要とされなかった。 ζの差は未だ解明されていな

い。個人倒人の存在基盤が「職能」という個人レベノレに

あるのか，それとも組織レベJレにあるのかという社会の

なりたちの根本問題ICまで言及しなければ解けない問題

を含んでいると言えよう。

ともあれ，専門駿能の社会的定イヲのプロセスの一階携

を成す資格制度と職能団体の形成が.都市計画という緩

めて公共的な舞台においては一直線に進まないζとを我々

は知るのである。

皿. r高度経済成長期」昭和36年-48年 (1961-1973)

1.慨 略

「高度経済成長期Jは.郷市計画プランナーにとって

も，いろいろな意味で「高度成長期」であった。急速な

工業化を支えるための巨大で新しいプロジェク卜が次々

と試みられ，法制度も愁えられた。そして，その過程で，

官民の両方に戦減が拡大され人材が大震に生み出された。

資格時計肢も不動産鑑定士や地質調査技士など，公共事業

の噌大に対応して生み出されたが.土木施工，建設機械

など土木分野での技術検定が.始まったのも乙の時期の

特色である。

乙うした職以へ人材を送り出す専門教育はどうだった

か。 196昨以降は空前のPJl工系ブームといわれ学科の新
地設，定員地か行なわれた。郷市計画教育も多くは土木，

住築内のー科目，一講座として強化されてゆくが，例外

的IC，東大鶴市工学科(開口37年)東工大社会工学科(昭

和41年)といった都市計画専門コースも生まれた。東大

都市工が生まれて早や20年を迎えようとしてL情。学部

レベルでのms市計画専門コースは.ほとんど地加してい

( 8 ) 



藤田他;都市・住宅建設職能史 -181 -

ない。土木.il築，造園のしかも大学院レベルがその資

を伺っているといえる。

2.民間都市計画コ ンサルタン トの成立と俊術士制度の

確立

現(E.1is市計画IC関わる民間の職域は.主として都市

計画コンサルタントと綜する事務所とシンタンクと呼ば

れる研究樹刻によって占められている。大手の建設会社

の設計部の中IC若干の鶴市計画部門があるにはあるが，

極く少数と考えてよい。

都市け画}コンサルタントの大部分は.m設省の佳設コ
ンサルタント登録規程に従~¥ .そのうちの都市及び地}j

2十l暗部門IC後録している。昭和55年現花で218ftを数え

i.l!設コンサルタン卜総数1467社の14.9%にあたる。

i.l!設コンサルタン卜の定設が公的になされた最初は，

昭和27年法律第184号「公共工事の前払金保証事業に閲

する法律」で「土木正E築』ζ関する工事の請負を業とする
者または土木建築花関する工事の設計若しくは肢理若し

くは k水~築lζ関する工J仰と閲する調丘，企画 ， 立案若

しくはI!lJi雪を行う乙とのJ背負若しくは受託を業とする者J

とされている。

都市計l同は本来公共的な業務であって，官公庁がその

主流を担ってきた。民間のしかもコンサルタントという

形態で殺場したのはいつのととか，文，その社会的背景

はfalた.ったのか，そして.今後どのような}j向へ進んで

い乙うとしているのか。まずはその登湯の場面を見るζ

とにしよう。

住築単体の設計.JIO[弱から l歩先へ進んでill築群，街

区や地区.都市などのレベルで・計画，設けを請負った長

初は議fこったか。時代を明治以降に限ってみれば，銀~

レンガ街をやった明治政再fおかかえの外人m築家ウオー
トノレスになるだろう。円本人では明治32年，大阪市参・jJ

会よりの委嘱を受け「大阪市新街路設計jを立案した民

間ill築家山口半六がその始まりとされている28Lその後

「渋沢のやった田園調布，小体のやったT宅丘等所説デ

ベ‘ロッパ-ICよる回凶邸内i..1ー[mi，各都市で行われた区画

整部組合施行による宅地開発も，前者は企業内の妓術家

が，後者は該当市の技術省が計画，設dして来た J29)と

されている。

X.終戦凶後，戦災復興院lζ嘱託制度が設問され民聞
の建築)~務所を主宰する総築家か任用されたのも前述し

た巡りである。しかしながら.明治大正から附如の20年

乙ろまでは， ζくわずかであって，民間の事務所』ζ対す

る伺II行ulilliï業務の諸婆か~発的IC増大するのは，戦後と

りわけ高度経済成長期をまたねばならなかった。

( 9 ) 

なぜ，戦前，戦中期』ζ民間のコンサノレタントがほとん

どいなかったかといえば「内務省系の土木事業では怨設

コンサルタントとは申すκ放はず，建設業者も育たない

事情ICありました。一方，鉄道，水力発電，上水道など

の公益事業的で係算的にも成り立ちうる分野ては，施工

l面は業者を育成しつつ担当させました。しかし，乙れらの

分野でも.J，;Ji空，計画，設計については.それぞれ優秀な

スタッフを~，~íJ'c飽えて対処しましたので， 民間の建設コ

ンサノレタン卜の割り込む余地はありませんでしたり30)

それが戦災復興とひき続く治山治水工事，食滋土色E置の

ための農業水平1].干妬，埋立なとの事業，エネルギー確

保のための水力開発K至り，さらに河川の総合開発の中

心としてダム悠設ブームとなって公共的な土木工JJJ:!ilが

爆発的K増大する乙ととなる。業務量の激しい地加に比

すれば.官公庁内部の人員増は限度がある。 r定員憎が
望めない以上，地大する調査， ri金計業務を消化するため

には，いきおい(外部の)コンサルタン卜を活用するし

か方法がないことになりました。・…・土木以外の他の工

学分野でもコンサルタントを必要とするような戦後の工

業の著しい復興・進歩が始まり，妓術士IC関する法律が

術院される乙とになりま した。J31)

つまり，コンサルティング技術への需要側からのまさ請

の激地と，供給側の技術的裏付けとなる技術土法の確立

により民間のコンサルタン卜市場か成立したのである。

需要側の条件は.さらに発展をする。昭和30年代の後

半になると「わカ潤の経済成長の伸びが高まり ，社会資

本の立遅れが鎖蒋となり ，在来の公共，公益.jJjI;関係官

公庁以外に悠設際協の公団，公社が数多く設立され，乙

れらの機関は当初から調夜・J交n十ICついてもコンサルタ

ントを活用する方針となりました。J32)

供給側も，妓Utlごの個人資絡を!日it是とした事務所資格
とでも言える.ru設コンサルタン卜登録規程が附和39年
に定められ.より一服条件か整備された。そして乙れを

「契機として縦井，五十嵐，谷藤，奥田，浅野.本間.

佐藤等ill設省lis市計画08と市計li.大庭，絵図7J.諸氏の

建築事務所内のlis市計画部門の鉱娠を行い都市計画業務

を行ったのが民間都市計画家の必初J33)のー訴であった。

すなわち，当初，土木工'jJの。十両，設計の委託先とし

て形成されたill設コンサルタン卜のうち，特ICIis市，地

方計画部門において，旧都i市計画法κよる法定郷市計画

を但う技術c{j'W聞と，住宅団地のoilー同や設計，あるいは

再開発事業の計画や設計などのill築設計の延長線上の技

術を担う技京市銀四とし、う 2つの異なったコンサルタン

トカ埋まれてきた。さらに40年代になって制度的には.

新書官市計画法や郎市再開発法を始めとするー速の都市計
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画法制が整備される。地方自治体レベJレで、の基本締想，

基本計画などの総合計画策定も進められる。さらに，地

区レベノレ.コミュニティレベルでの居住環境整備事業に

関わる調査，計画業務がt智大するに及んで民間プランナー

としての，土木誕十，建築設計とは異なる独自領域を佐

立するに至ったのである。

つまり，民間の市場という湯で専門技術のサービスが

行なわれる時「技術士Jという個人資格と「建設コンサ

ルタント業」という業者資格が始めて悶われる。民聞に

おける辱門職能の社会的な認知は，契約関係が生じる乙

とによって，その必要性が出てくる。したがって，戦後

まもなくの時期にすでK民間の工事量が多かった建築設

計，監理ではb、ち阜く建築士制度が法制化されたのに対

して，圧倒的K公共直営工事の多い土木工事では10数年

ののちに登録規定という形で認知されるとととなったの

である。都市計画も土木の一分野として大勢に引きずら

れながらも位置を確保してきた。

しかしながら，母体となる土木，建築の既存職能から

→E分化しはじめた都市計画プランナーは，その後独自
の道を歩みはじめる。 そのためには，専門技術を体系化

し発展させるためのビッグプロジェク卜や， 7 ンパワー

の厨を厚くする都市計画専門教育の充実をまつ必要があっ

fこ。

さて，乙乙まて都市計画コンサルタントが形成される

状況を見てきたが，それでは民閣のしかもコンサルタン

トU、う形で塙臓が定着してきたととの意味について考

えてみよう。 2つの答えがある。つまり，ひとつには自

治体や公団など公共団体の補助としての役割と.さらに.

第3者という立場の迷いを生かした調盤役としての役割

という2点である。

建設という仕事は，好 ・不況など社会的経済的環境の

影響を強く受け，どうしても波が存在する。したがって

業務量が急激1<:脳長する波の山の部分では入手が必要で

あるし，波の谷では不必要になる。内部の人員は日本的

終身扇舟の償習からいって簡単に解雇するわけにはし、か

ない。したがって外部委託が電宝がられる。

又，中央官庁の課長の数だけ日本国は存在するといわ

れるように， 1諜 l法律という縦割り行政の中で，地方ー

自治体においてもその調盤は容易で・はない。乙ζIC，調

艶役としての第3者の専門家の登湯が期待される。乙の

調鍍役の活躍の場は.官公庁の内部だけでない，都市計

聞や昔日市計画事業によって直接の利鋒や損害を被る関係

住民が鐙場してくるととろにもある。それは，公権力と

住民の緩'耐世帯(パッファゾーン)になる場合と，住民

iζ専門的技術を提供しつつ組織者となる場合の2つがあ

居

(10) 

る。
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現在民間部1間十画コンサルタント事務所lζ所属するプ

ランナーたちは，ほとんど公共のクライアン卜からの調

査研究業務を受けながら.上記3種のコーテ・ィネータの

役割をその時々に使いわけているのが実態であろう。

3.都前十画法制の整備と官庁プランナー

高度経済成長期の特徴を郎市五十回行政の面からいえば，

近代都市法の確立期という乙とになる34}。特Ir.昭和43年

に成立した新都市計画法と， 44年に制定された都市再開

発法は，全国の地方自治体の都市計画行政組織を整備し，

官庁プランナーのテリトリーを一層強国なものとする 1

契機となった。

昭和35年以降の高度経済成長期前期には，産業基盤優

先の公共投資が強力iζ行なわれ，大都市圏へは資本と人

口の過度の集中が進められた。都心機能の混乱や都市縁

辺部における無秩序な開発は，大正8年制定後大きな改

正をしていない旧都市計画法及び都市計画行政では，も

はや告IU仰不能なまでに都市建設のポテンシャルが高まっ

ている乙とを示していた。

スプロールを規制し効率的な公共施設整備を行なう。

又，都心部の更なる高度利用をスムーズ11::進める。「総合

的な土地利用計阿と乙れに法づく規制のための制度を佐

立すべきであるJ35}との論調で法体系及び行政組織の整

備がはかられた。

「都描府県は，区繊区分をはじめ，広按的あるいは線

幹的な都市計画の決定権限を委任され，市町村の決定す

る都市計画を承認する権限を与えられた乙とlとともない

重大な行政責任を負う乙ととなり，行政事務温も飛躍的

1<:培加したJ36!それに対して，市町村レベルでは，約1800

のうち政令指定都市を中心とした数十でしかないが，し

かし，ともかくも，計画行政をt!!う力を身』ζつけてきて

いる。特1<:，市街化区域と市街化調整区域のいわゆる

「線引きのプロセスを通して，各地方公共団体の中IL，

都市計画行政倒産立し.人も育つという状況であった J37}

とされている。

一般1<:パイオニア的な郷市鐙設(街づくりの実験)が

なされる時，そのプロジェクトを介して多くの人材が育

っと言われている。と同様IC，全国共通の普遍性をもっ

た方式で計画化を図る場合も，各自治体tζかなりの人材

を育てる効果がある乙とがわかる。

旧都市計画法による都市計画は街路を中心1<:，公闘，

封蹴地区をイ伽したものであり，かっそれを実現するた

めの区画繋砲事業というのが組み立てであった。したがっ

て組織的にいっても 上木部のー諜として都市計両諜がお
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かれていたと乙ろが多L、。新法iζ改正されて以後，独立

した郎市計11町部やぷあるいは局をもっところもできてき

ている。

ζうして，官庁の法定鶴市計画IC携わる人材が，法改

正iζともなって地大しており，欧米と比較しでも何ら遜

色のないプランナーも現に存在していると言ってさしっか

えないであろう。しかし，彼らは意識の上でもllt~命のよ宮、知

という点でもプランナー(あるいは都市計画家)という称

号はもたなし、。あくまで行政7 ンとして都市計阿部局に在

任してL、るにすぎなし、。乙れは-1本とう..srえたらよいか。

都市計画行政の位限と技術者資格について，興味ある

議論がζの以激年前にすでになされている。石田頼fJilC

よれば.195問:6刀ILI:s ，fj'i十両協会企画委員会がまとめ
た「都市計画法改正M本要綱集中間報告」は，その改正

のすJ子を5点にまとめている。そのうち，mJと第2Iζ 
以Fの記述がある。

f(1)市町村は市町村計l尚(内終的ILI;ttf)市計画)を定め

る乙とができるとしてJ吉本的には布市J簡の決定権

古田I村に移譲するとしたζと，

(2)市町村が布町村け函を定めるには，一定を資絡.(jを

置く必要かあるとした乙とJ制

つまり，都市計酬がどのような妓術者ICょっーて111われる

かとし、う専門職能の問題は，実は公共団体の権限と計岡

能力というレベノレの問題κ密接な関わりをもっという乙

とである。

都『前十函は本米その地岐にl'J任をもっ自治体(市町村)

が行なわなければならない・JJ務であるとしたうえで，な

おかつ「市町村が決定出来ない，言L、かえれば計画を策

定する能力が足りないというfI.ll白で権限を県知事に側め

ようJ39)という与えが背後にうかがえる。先ICみたよう

に，実際ICは一定の'JJ務を権限とともIC移譲する乙とに

よって人材即ち行政能力はおまるのである。

資絡者ーという表現から十億察するに「計l略上制度の綴な

ものを創設しようというものだがJ40)乙れは，市町村の

ω|商行政能力を高めるというえf向からすれは.2つのまっ

たく異なった結果を生み出す"J能性をもっている。つま

り実際ILは「有資絡~.をあまり作らない乙とによって市

町村は計画を立案出来なくなり，実質的κ決定値限か県

知事tζ留まる効果を期待していた 41)という面と ，資絡

者を大hHζ，組織的に益成しうる乙とがもし可能である

ならばそζK依拠し都市川闘をテコとして地)j臼治を一

尖¥lC徹j実化できるというr(uである。

前節てーみたとうり ，我が同のプランニング胤tでは，
J雨上といった個人IL属する専門性より，行政という

「公共性」か前面iζ111てくる。又，計画土を供給する郎

( 11) 

市計間専門教育1;1.現在でさえも独門の体制lを擁立し得て

いない。J.tj門i隙能に関わる個人資格は，そういった社会

的諸力の微妙なバランスのうえに制度化されていくもの

である乙とがわかる。

4.都市再開発車業の発展とコーディネータの発生

町1干凶6ifは，郎市再開発事業にとって. Jつの転機を

なす年であった。防災建築街区造成法と市街地改造法

(公共施設の盤備に関連する市街地の改造lζ閲する法律)

が公布，胞行されたのである。

当時.I/sr'i不燃化の流れを組む再開発事業法としては

耐火~築促進法(昭27年公布)があった。 ζれは，当初 ，

点的なill轡えイミ燃化であったのが，共同で線的K防火rn
築帯を出J.xする'M覧手法として発区しつつあったもので，

さらにこれを街区単位で，共同ill轡えをはかるために防

災ill築街[ズ造成法が生まれた。点から線へ，線から而へ，

いわばO次元からl次元.J次元から2次元への発展と

いえる。

都市ふ燃化は，江戸，明治以来我が開のI:s市計画にお

けるill:要な住の lつであった。特iζ.京m.Iや金沢など極

く一部の1ls，行を除いて焼土と化した'j境災の後，昭和20年

代には，初Ilfiill設の推進力として都市不燃化運動がきわ

めて大きなエネノレギーを発輝した。，q取(昭和27年)や

熱海(附干[125年)を襲った大火も，人々に木造市街地の

脆弱さ./isr行不燃化の重要性を匝iJjIL焼きつけるに絡好の

材料であった。しかしながら，初市をより安全にすると

いう日i重な限怨だけでは事は進まない。現実の郡市の下

部総造である経済活動の論理を動かす必要があった。

したがって，実際に建て替えられ他殺された防火fIl築

需は，市街地の中心部，駅前に伸びる肉防衛が多い。ノド

燃化という flJJ唯{をかかげながらも ， 資金力の有無.~て

替えによる前後的な利益を受けるか舌かが，再開発のポ

テンシャノレを決定するのだった。

耐火it官促進法をより充実させ，街l犬全体を一体とし

て再開発するζとを可能にする。また.ill設主体である

組合を迎営し，すi;!Rを推進していく乙とIC対する資金的

な媛助をするといった新しい事業法ができた。 ζれが，

防災住築街氏造成法である。町'j，fU35年以降，経済の「高

度成長期Jか始まり鶴市内の経済活動か上昇の気速を高

めるのと相呼応して，より合時的でより進みやすい法制

度が求められたのである。

2つの法惜IJr.ftlζよってて‘きあかったピノレやピノレ群を比

較してみると，空間上形態上あきらかICWなっている。

防災ill築llilX.はし、ろいろ多縦であるが，防火ill築帯iζ比

べ続して樹財決きし、。防火ill築日?は原IliJとして3階建
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ての耐火造で街路に沿った細長いビノレである。土地の高

度利用というζ とも宣伝されたが， せいぜ~，，隣同志の

境界壁を共同の壁l枚で廃ます。その程度の中身でしか

なかった。したがって，当時の担当者は，地方自治体の

建築技術者であったが，地元の説得から，基本計画，融

資のあっせんまで，かなり幅広い仕事を部局内部でこな

していた。42)関係権利者数も未だとかなく ，技術そのもの

も揺監期であった。地元の篤志家と現場の担当者の情熱

で，機々な工夫をし実現してゆくととが可能な，生成期

の事業だったといえる。

それに対して，防災建築街区はその名が示すとうり ，

街区の指定を行ない，その内部で合意IC従って様々な規

模のヒソレに共同建替えをする。街区全部をー敷地として

一棟の巨大な高層ヒソレに建て替える湯合もあるし，一部

合意を得られない部分を残したまま，いびつな形状のピ

ノレになっている例も，まれではあるが存在する。一街区

一線から絞街区数棟lζ及ぶものまでいろいろある。高さも

3-4~皆からl伊廓呈度までヴァラエティ IC富んでいる。43)

縦，績，高さにわたる各々の規線拡大は，ハードな面

では，敷地計画，街区計画といった，建築単体と地区計

匝知2つのレベルの中間iζ位置する技術を必要としたし，

ソフ トな面では関係権利者.参加組合員数の数の多さを

割未し，事業推進の前提ともいえる合意形成，権利調整

の技術を必要とする乙ととなった。再開発事業法として

法体系が整備される一方，担当する技術者に求められる

技術力は高度化し，複雑化した。又，事業は全国いたる

とζろで届発1<::行なわれ，再開発を専門lζ行なう技術者

lζ交すする需要はζの時期急増している。いわば，再開発

lζ関わる技術者は，量的にも質的にも飛躍する乙とが求

められていた。

当時，自治体や公団などでζれらの再開発事業を通じ

て多くの人材が輩出される。建築系出身のこれらの技術

者達は，現実の事業を推進調整する多忙な業務の中で，

従来の建築設計や，団地計画とは異なる職能がそ乙にも

とめられている乙とを実感として感じ，その中から，民

間のコンサノレタン卜業として独立するものがあらわれる。

再開発コーテeィネータの誕生である。

当時，住宅公団技師として，大阪上六の防災建築街区

などに携わり，その後，鐙築設計事務所を経て，再開発

専門の事務所を設立したコ ーディ不一タの草分けともい

える藤田安{l!沼は，その前後を娠り返って以下のようκ述

べている。

「当時(昭和30年代前半)は区分所有法がなく，縦割

所有による計画で，事業担当者はその調整に苦慮した。

しかし，乙れらの調整業務を通して， 乙の種の計画には

居 山{子

コンサルタン卜業務が必要不可欠条件であるとの認識の

浸透のきざしが，乙の頃から現われ始める。」岨)そ して，

氏自身がその儲舵担っていく ζ ととなる。

又，同時期併行して公布胞行された市街地改造法につ

いても「全国で15地区が事業化されるがとくに神戸市に

おいては安好匠(当時再開発課長，現教育長のもとで実

胞され，市内大橋地区で6練，関係者187名-108名で

昭和38-4信手iζ竣工した。との中で数々の貴重な実績の

積み重ねが行われ，今日もその成果は神戸市の各事業お

よび全国のモデルとして受け継がれ，また乙の事業担当

者の中から多くの専門家を輩出したJ451と述べている。

プロジェク卜は人材なくしては成功しないが，技術革新

ともいえる新しい内容を持ったプロジェクトは，その中

で人材を生み育てるものなのである。

かくして，駅前商庖街を中心とした都市内の経済力の

高まりと，都市再開発法制度の整備を契機として，従来

の建築技術渚の職能から再開発プロパーの技術者が分化

しはじめ再開発コーディネータとしての専門職能形成の

道を歩み始めるが，かれらが職能的な団体を結成し社会

的な運動を展開していくためには， 8年後の都市再開発

法の成立を経て，さらにその後10年という時間を費さね

ばならなかったので‘ある。

土木系の施設設計計画の延長線上の職域として形成さ

れつつあった建設コンサルタン卜の一分野IC，ζうして

建築系技綜渚の進出の橋頭壁が lつ築かれたのである。

5.ニュータウン建設校術とフィジカルプランナーの発

展

都市計画の母国といわれるイギリスにおいて，プラン

ナーが急地したのは， 1940年代後半のニュータウン開発

ブームの頃であった。ある意味では，日本でも事情はよ

く似ている。 1958年に着工された大阪千里ニュータウン

を始めとする日本型ニュータウンの鐙設技術は，大都市

近郊にそれまで経験した乙とのない大ベッドタウンを出

現させただけでなく，我が図の都市計画プランナーの世

界に，ニュータウンプランナーともいえるフィジカノレプ

ランナ一群を大量に輩出した。技術革新というには余り

にも総合的でスケーJレの大きい，いわば技術突破ともい

える建設技術の飛躍がある時，その波及郊果は，新しい

専門職能を社会に生み出すと乙ろにまで至る。

当時のニュータウン建設前夜の技術者たちの期待はど

うであったか。 i住宅公団関係者は，公団団地建設にお

ける行詰りの打開策として，ニュータウン方式に期待を

もち，国家公務員とくに建設省関係者は従来の土木系都

市計画事業にかわる総合的都市建設事業(建築系)に対

( 12) 
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して期待をもちJ46)地}j自治体の先進的なモテツレ事業に

対して惜しみない援助をおくった。その結果，I('~峨でい

えば，地方自治体，日本住宅公団，地方住宅供給公社と

いった公的デベロッパーの中と .一部の民間ImI1i計画コ

ンサルタント'~務所の中に ， ニュータウンの計i到 . 設計

ILtJ~わる ， 新しい技術者が生まれ出る乙ととなった。

EJ本住宅公団は， IIs如30年に設立されて以降，約四分

の一世紀の削に rl∞万戸を超す住宅の供給，IT聞を行
ない2.5万kaを起す宅地開発事業を行なってきた世界以

大のテーベロッパーJ47)で，かつ約59∞名の住宅及び住宅

地iilzi止にかかわる技術者集団という性絡を持っていた。

「技ー体南切羽としての公団は実は.住宅建設部門と宅地

開発部門という 2つの良種のm・団が合わさってtU来てい
るものでー・f.Iij者はノド燃の集l吋住宅をえII設するためのill

d技術者を中心として織成されたものであり ，後者はH

本;の郎市計l曲l技術の活要な柱である区凶樫HIHζ機わる技

係諸を中心II:~~成されたものであった 。 J 48)

公開が大mil打倒をまたiとかけた広域的な公的デベロッ

ハーであるのに対して，地方自治体単位で住宅供給公社

も生まれた。 r地方住宅供給公社は地方住宅供給公社法
がU{l拘4問'-1ζ公布施行されて以来現在 (1981fJo)までの

J6ir:llfHL， 47総道府以と 9市(燐浜，川崎，名古屋，京

都，)¥j荻，島市.神戸.福岡， ..lt.JL州)の56公社が設立さ

れ，乙れに従・がする役職員は約5，300名(うち専任4，5∞

名)で日本住'壱公同とほぼ同じ組織人uであり，年間の
供給戸数は約2万戸となっている。 J49)公団，公社の職

員を合計すると約l万名となり，このうちの何制か，数

二干名iζ似枝係諸が，ニュータウンになんらかの関わり

を持ったと考・えて差しっかえないであろう。さ らlζ，臼

治体内部IL生まれたニュータウンプランナ一群も無視で

きなL、。

地}j自治体が独自に持った典型的なニュータウンプラ

ンナ一組織としては，何といっても大阪附企業局を上け

ないわけにはいかなし、。段盛期には，宅地開発部のみで

約200名。そのうち， すI務系:妓術系=2:8という地

方白治体の一部局と しては，特殊な専門スタッフ集団で

あった。さらに上木:悠築:治悶=8 : 6 : 150)という

3分野を巾心としたiJi成部隊である。我かi司郎rli計画界

の佼術的背;;{&ひ出身構成は，乙の3分野が母体である。

人的情成のdiiからみてもニュータウン建設技術は，都市

計(dlj技術の一典型である ζとがわかる。

さらに，人的権成の実態を詳しくみるために，出身と

所k昼間~~長についてみてみると，認のレベノレでは， 3分野

の/lIJJ-者がもれなく配属されているが，係レベルlζなる

と，ほとんどで土木峨，ill築職か明確に分離されている。

( 13) 

土木， rn築混成は，積算と宅地造成11:隈られている。例
えば，ill設第一識の調整係と宅地計画係はともに建築出

身者のみで縞成され6名，それに対して施設計画係は土

木出身8が5名，治問出身1'fは l名である。係は，名称

からみても妓術対象別，出身511]の分t山となっている。し

たがって，上記の'jJ実は乙の時点 (1967年，11月)で，

ニュータウン悠設伎術のかなりの部分は.土木K基帯主を

向くのかill築lζ基燃を置くかという医分がすで1ζ明li'ii!1L

なっていた乙と，いし、かえれば山身分野による業務分但

が組織締成のJJ;{~として保則されるほと技術の体系化が

完成の域fL入っていた乙とぞ物語っている。更に重要な

のは，破算及び宅地造成は同じ文脈で語れないという事

:たである。とくにζζでは宅地造成における上木，ill築

妓術の融合iζ注目しておきたい。

ニュータウン悠投技術は，その内容からいって大政敷

地供給技術，大五1~合住宅供給技術&びそれらを総合す

る土地利用計画技術の3本柱によって構成されている。

さらに ， ζ の 3種の技術は ， 各々 W~技術総合型の技術

本新，既存筏術継承発展翠1の技術本新そして外国技術導

入型の技術革新がなされている。大抵敷地供給技術の絞

は大規縦な丘陵地を短時日のうちに住宅地にっくりかえ

る宮地造成技術であって，ζれか上水と建築の混成部隊

によって!Ilわれているというζとは，まさに，そうした

'ft種技術を総合化する技術本新の所産である乙とを如実

に物語っている。

宅地造成妓術は，千里，泉北といったニュータウン位a

設を通じてほんの数年で完成させられた。実践の中で技

術者が育ち.技術と してルーチン化され，やがて36年の

宅地造11.文規制l法，39年の住宅地造成事業法，さらに郎『打

。十画法の開発許uJ制度を経る中で法制度上も幣備がすす

む。

我が国において宅地造成プランナーという資格制度は

U在していなし、o'[:造法第9条2積および向施行令第18

条で.土木と建築:u身者で一定年数の実務経験があるも

のを設J押?の資格として定めているたけである。国家試

験もなく.実務経験も「七水又はill築の技術」という!fll

象的な規定で特別な経験は要しなb、。建築士や技術上な

どIL比べゆるやかな資格制度といえる。

ill設に凶わる法制度による規制には，できあがった物

の段低基準を規制するものと，設計，工事監pl1を行なう

妓係渚の水準によって規制する2通りのやり)jがあるが.

宅地造成{とついていえば，後者はあまり重要観されず，

riIi者を[1'心』
ζ規制がはされている。 技術者資格は，さほ

ど厳しく問う必要かなく ，できあがった物に対する規制

だけで充分なのか.それとも，水準を判定するに足るだ
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けの技術の体系性が欠けているのか。そうだとすれば，

専門職能としての形成の度合いは極めてイ晶、と言わざる

を得なし、。今後解明する必要がある問題であろう。

6.行政の計画化と政策プランナーの形成

いつの時代にも，国全体あるいは地域ごとの政策決定

花関わる専門家は存在する。元々都市計画とは都市空間

地以空間lの将来像IC関わる認識と制御の技術体系である

から，本来政策決定システムと深く結びついているはず

である。と乙ろが，出発点が.道路，公園.ru築物で，
区画整煙事業を主たる煤介として進んで‘きたのである。

都市の社会的経済的な側面ーまで守備範囲κ入れた文字ど

うり総合的な計画技術体系にまで飛躍するためには，い

くつかの契機がなければならなかった。そういった点で.

間期を成すのが，高度経済成長期以降の地方自治体の企

画部局を中心とした計画行政の高度化と，そ ζにおける

政策プランナーの形成である。

「わが国側肪自治体におし、て，企画部門が設置されだ。

したのは，大体昭和35年から40年にかけてでもあった。そ

れは，経済の高度成長を背設に第 l次全国総合開発計画i

(D{j和37年)が打出され，地峨開発を中心として，行政

機能が欄極的iζ鉱大してきた動きと相応するものであっ

fこ。 J51) 

都市計画部門か土木職を中心に.il!築職，造図織とい

う妓術織によって縞成されているのに対し，乙の企画部

門の主流は事務職によって占められ，極く一部分11:妓術

職である都市計画プランナーが進出している。 ζζの部

局が主として担当しているのは自治体の長期的な総合計

画である。

地方自治法か昭和44年改ifされ市町村Kは落本構想、の

策定が義務つ‘けられた。法第2条5項では「市町村は，

その事務を処理するに当たっては，議会の議決を経て，

その地域における総合的かつ計画的な行政の運営を岡る

ための基本稿煙、を定め， ζれに即して行なうようにしな

ければならないJとなっている。

国全体でも全国総合開発や，経済計画の策定，見出し

が重ねられる中で，開発政策， 経済政策の高度化が進ん

でいる。地方自治体においてもその影響は強く受ける。

ぷ本線怨は.単なる絵ではなく.基本計画，実施計画を

その後にもとめる。計画は.1 皮策定されれば完了する

わけではなく，ロ←リングシステムによって，くりかえ

し見直され修正される。五十l向lζ具体性がもとめられれば

られるほど，社会経済計画を踏まえた，都市の物的計画

のifr要性か高まる。かくして，鶴市計画プランナーに対

する政策マンとしての需要，政策11:関わるプランニング

居

( 14) 

""与ヲー

需要が急増している。

197似手はシンクタンク元年と言われている。52)行政内

部のプランナーの強化だけでは，質的11:も鼠的にも乙な

しきれない分は，民間の調査研究機関(シンクタンク)

に委託される。~市計画コンサルタント事務所のうちで

も，ζの分野に関わると ζろは，経済学や理学系の調査

研究機関とともにζうしてゾンクタンク業界を形づくっ

ており，政策にかかわる民間プランナー独自の職成形成

が進んでいるζとを示している。

IV. r低成長J 期昭和49年~ (1974~ ) 

1.筏略

I高度成長期」の後半は，その矛盾が.嫌々な都市問

題，尉克問題という形で顕在化するのに対応して，問題

解決型の技術カt要求された時期であった。 1973年の石油

ショック以降，乙の傾向は定着しており ，巨大な新規開

発から，小規筏な再開発へ，ハードからソフトへと，建

設を支える思想そのものが聞い直されている。

開発政策.ill設プロジェクトをめぐって，その波及効

果，フィージピリティについて一層精級さがもとめられ，

それが政策プランナーへの需要を高める一方，現実のプ

ロジェクトの実現性を直接担保するコーディネータに対

する需要も増大している。

又.ζの時期の重要な動きとして忘れてはならないの

が198昨の地区計両制度の創設である。法制度自体の評

価については，今後の展開をまたねばならないが，その

生まれた背景には.70年代の地区単位での各積の居住環

境整備事業や;十周行政の経験があった。由時m市.茨木市
などの細街路樹簡，高山，京都，横浜.t申戸などの景観

保存，さらには，神戸市の丸山，絞宿.rl野，大阪豊中

の圧内なと往民星雲加埼~の地区計画の実践 ， 既成市街地の

幣備が先~的IC試みられた。

m寝基準法及び郎市計画法の一部改正による法定地区
計画制度が，真iζ地域住民自らの街づくりの道具として

機能していくためには.70年代の各地の終験からも明ら

かなように地減と住民iζ深く恨ざした専門家，すなわち

鶴市計画プランナーとりわけコーディネータがし、かなる

役割を果すのかが鋭く問われているといえる。

乙のような状況を反映し，都市十画学会を巾心として，

プランナーの職能と教育をめぐる議論が盛んであるが，

現実には，プランナーという広い範囲で専門i般能化を進

めようという動きは弱く，再開発コーディネータの協議

会発足や，灰両専をPfJの技術検定の発足といった.1関別分

野乙との，しかも民間の職域に根ざした動きか顕著であ
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る。

2.再開発事業の高度化とコーディネータの専門駿能形

成

昭和5tt年10.月15日再開発コーテ'ィネータ協議会が発足

した。乙れは「関係省 cill設省担当者のζとか?)より

再開発コンサルタン卜の業界窓口設置の必要怜あるとの

示唆を受けJ53).会長r:"li'-'J英率(東大名誉教授)常務Pl1
1川、倉伝治(都r簡と合計l函)向平野晃(不動i?E鑑定上)

向藤田到開(郎市問題経営研究所)といった隙符でつく

られた民間のpl開発コーディネータをxfとする技術者た

ちの団体である。

先IC述べたように宵庁総築技術者の内部lζ生まれた再

開発コーテーィネータのI萌芽は，事業の多織な}Jil聞と都市

再開発法の成立を始めとする法制度の整備鉱充を1r;;;:と
して，その胤岐を民間コンサルタン卜として将々と形成

し，専門職能同体ともいえる組織を結成するまでに発似

してきている。

乙の再開発コーテイネータの職能がいかなるもので，

今後どの・ように発展してゆくのかを占うために，その成

立に至る流れを今しばらく検討してみる必要があろう。

JiiHliの藤田苅量1!11ζよれば，再開発にかかわる匂門家グルー

プとしては似r築系を中心とした「計画的な部門を受け
もつ技術集団J②「商業系や造形グループの人法」

③「商業系 ・住吉系のディベロッパー」 の3つの流れが

あったとして，各地で具体的な実践を展開している後2

者K対して.Ci.知i主築系ullilij技術者集団がのりだしてい

くには，技t本指守』ζはかなりの司事援があったとJっている。
つま り ， オリン ピックや)j~Y:. ニュータウンなどをI頁点、

とした大規検プロジェクトの計画立案とはやや質的に異

なるあらゆる再開発の「本絡的な検討と分析，実現のた

めのプログラムの策定，意見の集約，伝達のシステムと

凶司手法の本格調企解析j54)か真にもとめられていると

のべ，ソフトな分野での日度な技術領績である ζとをぶ

唆している。そして，門分自身の事務所の現時点におけ

る業務を以下のようにのべている。

「現在，守堵臼身の悦わっている業務は，関西を主軸

』ζ，全国各地の再開発明業を実施するための;古凋子t.イロI

をつくるかの企画，成立条件の磐照，事業実施のための

戦略.プログラムの作成，資金経営計画と基本締:tH闘の

作成，現地カウンセリンクか主たる内容で，行政機関と

街の一般市民のJt[II]体ーからの委託』とより{t'JJを1fってい

る。 いわゆる設計業務は一部~，li本計両副作ご成を除いて行っ

ていない。J55) 

つまり，当初j母体となった住築技術とは若子の関係を

(15) 

保ちつつも，完全Ic51Jj個の独立した職能として分化をし

ているζとがわかる。

業務規伎は，ますます大きくなり ，法制度も幾度か改

正を屯・ね高度なものとなる反面.i市民意識はますます

多機化し，市民の財産に直接かかわる再開発事業の実施

は.BMならぬ級相を次第に濃くしてくる。 J56)ある事

業では「附附41年から事業完成の昭和45年までの問IC.

地JC会合だけで、も133回j57)又.}jJjの事業では I昭和45

ff.・4刀7Uのlis市計岡県告示から同年6月23日の縦覧開

始の2ヶ月半iζ2α到の深夜に及ぶ会合をしたと記されて

いる。 J58)関係する住民，権利省ICとっても莫大なエネ

ルギ一かいるが，かかわるコーディネータもまE大低のζ

とではなし、。 iどれだけの法終仰が行われでも，どのよ

うにすぐれた促案が行われでも，現切での作業Iζ膨大な

人的エネノレギーが必要となった J59)法制度の空整備を但う

政策プランナーや，見ばえのよい情惣録集をし計画図を

作成するフィジカノレプランナーは，もちろん必要不可欠

であるが，現場ILおもむいて閑難は権利者閣の調整を行

ない，不動F霊や税flU.法律などの他方而の専門家と協同

して'jJ業をすすめる，そういったコーディネータのパワー

が何といっても決め手となっているのである。

1写開発コーディネータ協議会の会員数は昭初日年lυj

現在で.A会口77社，建築系の郎市計画コンサルタン 卜

事務所か汗倒的IL多いが，商業胞投系，不動産(鑑定)

系も合わせて十数社みられる。 d上、同数名のコーディ

ネータかいると仮定すると全国で数百名のオーダーとな

る。 1.2級悠築士が約53万人(昭和154年).土木施工管

開校七が約50万人(昭和54年)である。~設部門の技術

上iとしても5.570名(昭和56'年)というオーダーになる。

数的ICいえば未だ白老な存夜であるといえよう。

現在，吋協議会は社団法人化をめざして活動を感んに

展開している。その中では，コーディネータの個人資格

の問題も含めて"命議されている。 MS市J函全体』ζ関わる

プランナーの資絡の必要性がいわれて翠や30有余年が過

ぎた。総。命か米fこ成る前i乙，各論ともいうべき分野で，

専門職能化の胎動が始ま っているのである。

附年5関:~iIJI，変化され辰初の佼術検定が行なわれた区l刈

核開 l:も，同織の傾向として注目される。

乙うした動きを，技術の発展と専門股能の形成という

視点からみると，以下の3点にまとめる ζとができる。

第1Iζ.1印?における技術の発侠と，民間への移転と

いう JJA，第 21ζ ，民間での~Ij.門的技術省の地大が. ，週体

の結成を始めとする専門職能化を進む契機となる点，第

3 IC. &11";" "(lbj技術全般にわたるプランナーの専門峨能

化よりむしろ.?ヰ論ICあたるサフ'プロフェッションにお
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ける験能形成が先行する傾向にある点。

しかしながら，現実の駿援の確立という 1つの要件は

満足したとしても，もう lつ.教苛の問題が残る。高等

専門教育の新設をはかる，あるいは.既存教育制度との

街綾な連機を強めるなど，ζの分野における職能団体の

とりくみが決定的な要因となるであろう。

v.まとめ
包蔵が国の都市計画技術及び都市計画プランナーは，

以下のように発達してきた。まず，道路，公罰，地域地

区という個別の既存技術を基盤としながら，さ らに総合

的な計画技術を指向するが，それが実現する契機となっ

たのは第llC，震災や戦災などの復興事業であり，戦中

の占領地都市計画や， 1高度成長」期におけるニュータ

ウンなどの巨大な実験であった。乙うした焼け跡復興型

やプロジェクト裂の都市計画技術は，一時期iζ集中して

計画事業組織を生み出し.その中で，特定の専門伎術IC

特化したフィジカルプランナーの集団を輩出した。当初j

官公庁IC生まれた技術と専門職能は，事業量の爆発的噌

大と，土木，建築を中心とする哩工系専門教育の型整備に

伴なって，民間の職域に移転された。民間都市計画コン

サルタント事務所の成立である。

「高度経済成長」期は， 一方で巨大プロジェクト型の伎

術を開花させっつ，他方で更なる総合校術を準備した。

激化する都市問題，環境問題に対処しながら資額の合理

的な配分を図る。地域情報の認識と将来像の科学化が求

められ同時11:，事業，規制，誘導といった実現手段のリ

アリティか求められた。計画行政の高度化と盤備 ・コン

トロール型の郁市計画技術が必要とされた。政策プラン

ナーと，コーディネータという新しいサププロフェッショ

ンが出現する ζとになった。前者は，地方自治体におけ

る企画部局やシンクタンク等の，職域の成立にともなっ

て，後者は，再開発事業や住民参加型の居住環境警察備・5
業なと唄実の事業展開の中で専門職能として形成されつ

つある。

したがって，我が国における偲市計画プランナーは，

フィジカJレプランナー，政策プランナー，コーディネー

タという，その誕生及び発展の契機と経路の異なる3つ

のサブフ・ロフェッションから構成されていると考えられ

る。割計百十回プランナーの職能の不明確さと多様性につ

いての1つの解は以上の事実から説明されるにちがいな

b、。

②専門曜霊能形成プロセスは一般的に以下のようにな

る。各々の時代の「社会的.経済的要請Jに基づいた

「テー"，課題JIC応じて，各論lζ相当する僻別の技術

居

(16) 

学

領域が形成される。校術を総合化する 「ピックプロジェ

クトJや，技術を体系化，普遍化する「法制度Jを契機

に新しい専門職能が生み出される。しかしながら， 1資

格命11度」や「職能団体」 の成立に至るのは，ほとんどの

溺合「職域Jでいえば民聞に技術者が大量に生み出窓れ

る時に限られる。したがって，純粋な職能団体は少なく

むしろ業者団体という形が多い。

以上の現象は欧米のアーキテクトやプランナーの職能

形成プロセスと比較すると ，極めて特異な日本的特質と

いわぎるを得ない。(例えば.英国におけるプランナー

は.主な駿域は行政内部であるにもかかわらず，他人資

格と附を団体は確固として確立されている)ζのζとは，

主肋s国と欧米諸国における， I1職能」概念および:'1公共」

概念の差異Kよってある程度説明が可能である。すなわ

ち，欧米では，曜霊能が固定的であり閉鎖的である。職能

聞の対立，生存競争も厳しく，自己の傾岐を確固とした

殺で守る必要がある。それに対して我が固においては，

椴tmmJの境界は，あいまいであり， 柔軟性，流動性』ζ訂
んでおり，それかゼネラリストを生む条件ともなってい

る。異種輔、聞 における技術的な相互乗り入れ，新しい

領戚への進出がいともたやすく行なわれる。職能聞の生

存競争原理よりむしろ「楼みわけJ60)原理の方が強いと

いえる。又，職能の柔軟性，流動性の一方で，土木，建

築といった「出身jによる職域，ポストの固定性が対照

的であり，乙れも一つの特質をなしている。

以上のような「職能J概念の差異とともに，いまひと

つ重要なのは「公共」 概念の差異であろう。我が国の都

市計両プランナーは官公庁に所属する乙とによって個人

としての専門的な資格を問われない。書官市計画の機能及

び権限はともに個人ではなく「公共」の機関11:属すると

の告滋設があるようだ。たとえ「公共」ではあっても最終

的な権限と責任が個人に帰する欧米とは， 1公共Jの果

折賠1].権能』ζ也、が見られる。すなわち，ir設』ζかか

わる社会的なシステムの中で，公権力の果す役割がきわ

めて大きく ，そのカが強大であるという点，換言すれば

宮僚lWJの問題が横たわっているといえる。

かくして，彼我の社会的背景のJ差異は，専門峨能形成

のプロセスの差異を生み，さらに都市雄投，住宅建設の

進め方の差異となっていくのである。

(了〕
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This is a study on the professionalization in city construction and housing. Especially in Japan， the profession of 

p1anners has been not estab!ished yet. A concept of planners is not clear. Because their technical fields are wide， and 

their workplaces are variable 

That is three sub-professiona1 groups. 

The first is physica1 planner. 

The second is policy planner. 

The third is co・ordinater.

There are differences about their births and growths. So it is hard for hole planners to professiona1ize， and th巴legal

qualifications and the professional educations must be different in three fields 

Generally speaking， a professionalization process is following， that is， socia1 req uest occurs， model project and some 

experiments are tried， manpower increases， private offices are born， and legal syst巴mis often formed at the same time. 

Legal system is almost concerned with projects， offices and technical qualification. But in Japan， it is rare case that 

professiona1 qualification is formed. This is a difference between Japan and European countries. And it is explained 

with the fact that“profession" and "public" conc巴ptare different between this and that. 

(18) 


